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研究成果の概要（和文）：学校教育でどのような力の獲得を期待するのかという、学習成果 (learning 
outcomes)に対する関心が国際的に高まっている。本研究では、５か国（英、蘭、米、星、韓）を選び、学習成
果目標設定と、その達成状況を測るアセスメントの実際を分類整理することを試みた。結論は次の３点である。
①学習成果の目標設定とアセスメントは同一機関が行うことは避けられる傾向にあり、両者の所轄を分離してい
る、②アセスメントは目標達成状況に関わるアカウンタビリティの有効な手段となっているが、学習成果の包括
的な評価ツールとはなっていない、③目標達成状況は各学校における独自の評価手法により補完することが必要
である。

研究成果の概要（英文）：There is a growing international interest in  students' learning outcomes 
rather than teaching in schooling. This study tries to classify national assessment systems in 
several countries in terms of outcome-based objectives. the countries include UK, USA, South Korea, 
Netherlands, and Singapore. The findings are summarized in the following three points: First, 
setting outcome-based objectives and administration of assessment are run by separate organizations,
 and both are controlled by different bodies; secondly,, while assessment is functioning as an 
effective means for accountability, it is not a comprehensive assessment tool. yet; thirdly, as a 
consequence, it is necessary to complement a nation-wide assessment system with unique assessment 
methods developed in individual schools.
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１．研究開始当初の背景 
 1990 年代以降、グローバル化や知識経済
への移行という、社会の急激な変化をうけて、
OECD諸 国を中心に、学校教育の質的転換を
図ることが模索されてきた。それは学校教育
が、基本的な知識技 能の習得にとどまらない
創造性や問題解決などの高次の認知能力や、
コミュニケーションやチームワークなどの対
人関係能力といった「新しい能力」の育成を
主眼に置くという転換であった(松下佳代 編
著『<新しい能力>は教育を変えるか—学力・
リテラシー・コンピテンシー—』ミネルヴァ
ァ書房、2010 年)。そうした転換の中で、カ
リキュラムに焦点を合わせた学校教育改革を
進める諸外国では、教授— 学習過程での教授
行為の結果としての学習成果への注目から、
あらかじめ目標とすべき学習成果を明確にし
て教授—学習過程を所期の目標を達成するプ
ロセスとしてとらえるという考え方が支持を
得てきている。また、目標設定にはアセスメ
ントによる学習成果の達成状況の把握が不可
欠であることから、テストなど生徒の学力・
学習到達度を把握するための評価ツールの開
発が同時に行われてきた。  
 この研究では、国家レベルでの学習到達目標
の設定の動きともに、設定された目標に照ら
した学習成果アセスメントの手法の開発に取
り組んでいる、イギリス、オランダ、アメリ
カ合衆国(以下、アメリカ)、シンガポール、韓
国の５つの国に注目する。これら５国は、学
習成果目標をすでに導入し、その達成状況の
アセスメントにおいても手法をすでに確立し
た実績を有する国(イギリス、シンガポール)、
近年、統一的な学習成果目標とそれに対応す
るアセスメントを導入にしつつある国(オラ
ンダ、アメリカ)、統一的な教育目標はあるが
学習成果目標の設定には至っていない国（韓
国）という、見かけ上は3つのタイプに分けら
れる。 
 本研究のテーマとの関連で、各国の概略を
みればたとえば、イギリスでは1988年にナシ
ョナル・カリキュラムが制定されるとともに、
学校教育が４つのキーステージに分けられ、
キーステージごとに学習成果目標(target 
objectives)を明確にし、キーステージの終了
時点で、政府管轄下のチャリティ団体による
全国統一テストを含むナショナル・カリキュ
ラム・アセスメントを実施するという制度が
開始された(吉田多美子「イギリス教育改革の
変遷—ナショナルカリキュラムを中心に—」
『レファレンス』平成17年11月号)。それと並
行して、3年に一度の教育水準局(独立した政
府機関)による学校監査も制度化されている。  

 これとほぼ似た構造はシンガポールにもみ
られる。1997年以降、学校教育がキーステー
ジに分けられ、それぞれで「教育期待目標」
（期待される教育成果）(Desired Outcomes 
of Education)を明確にされている。それぞれ
のキーステージの終了時点での試験の実施機
関はかつて教育省であったのが、シンガール
試験評価委員会(SEAB)という、独立性の高ま
った法定機関へ移行され点が注目される。 
 オランダでは、憲法でも「教育の自由」が
謳われ、それぞれの学校が独自の教育を行う
ことが尊重されてきたが、それでもこれまで
Citoテストという全国共通学力テストが全国
的に（約85％の初等学校において）行われて
きた。これは初等学校最終学年で行われ、結
果は中等教育への進学のための進路選択資料
として用いられる。初等教育を終えるまでに
児童が知っておかなくてはならないこと、で
きなくてはならないことを示した中核目標に
対応した学力テストであった（奥村好美『教
育の自由と学校評価＜現代オランダの模索＞』
京都大学学術出版会、2016年）。実施される
教科は、国語、算数、学習スキル、ワールド・
オリエンテーションの４教科で、うちワール
ド・オリエンテーションは選択教科であった。 
これを受けて2014/2015年度に中央最終試験
が法律の制定によって実施されるようになっ
た。実施教科は国語と算数のみである。 
 アメリカでは、教育は州の責任事項とされ、
合衆国憲法修正第10条により、連邦政府が教
育に関与することは禁じられてきた。そこで
従来はそれぞれの州で州スタンダードの設定
とその達成状況を知るために州統一テストが
行われてきた2010年からはCCSSと略される
共通コア州スタンダード(Common Core 
State Standards)を設定し、州を超えて全米
統一的に言語と数学の学習成果目標をスキル
を明確にする動きが始まっている。アメリカ
の州レベルにおけるアセスメントの体制につ
いては、すでに先行研究(北野秋男編著『現代
アメリカの教育アセスメント行政の展開』東
信堂,2009 年)があるが、こうした新しい事態
をめぐりどのような議論が展開されているの
かが注目される。  
 韓国では、学習者が身につけるべき能力に
注目したカリキュラム基準が「教育課程」と
いう名前で作られているが、学習成果の統一
的なアセスメントは高校卒業学年に行われる
大学就学試験のみである。学校教育期間の中
間時点に学力テストのようなアセスメントを
導入するには至っていない。それは、アセス
メントのためのテストの導入が学校教育に及
ぼす影響を考慮してのことであろう。 



２．研究の目的と意義 
 本研究は、諸外国における学習成果の目標
設定やアセスメントの方法をめぐる異なるア
プローチを分類整理することで、現代の学校
教育における教育の内容と方法をめぐる改革
の特徴を明らかにするとともに、わが国にお
ける今後の教育課程行政のあり方を検討する
ための基礎資料を得ることを目的とする。  
 本研究の意義は、実際の学習成果目標の設
定に関わる機関、児童生徒の学力状況や学校
評価などのアセスメントに関わる機関のそれ
ぞれの役割と関係という、新しい視点から諸
外国の動向を整理しようとするところにある。
それら諸外国における学習成果の目標に関す
る考え方の成り立ちに加えて、 学習成果の達
成状況を評価するためのツールや制度の設計
を、改革と模索の文脈でとらえることを試み
た研究は未だにない。これは国家的な学力向
上施策にとって根幹となる重要な問題に着目
した研究であり、国際比較研究がともすれば
諸外国の動向の表層的な紹介に終わりがちな
ことに対して、本研究は明確な視点を設ける
ことにより、わが国の教育課程行政にとって
の政策的な示唆をも期待しうるものである。 
 
３．研究の方法 
 本研究が国際比較を試みる研究であること
から、文献による先行研究の検討による研究
の到達点を把握すること、文献およびウェブ
で提供される政府等の資料の検討、国外調査
による各国の教育の実地調査、の３つを行っ
た。なお、実施した国外調査については次の
通り。 
・平成 26年度 
 中国ハルビン市の公立小学校、中学校の訪
問調査。 
・平成 27年度 
 9 月アメリカ・ルイジアナ州およびミネソ
タ州のチャータースクールの訪問調査。 
 3 月オランダ・ユトレヒト市のピースフ
ル・スクール、バーレンドレヒト市イエナ・
プランの学校等の訪問調査 
・平成 28年度 
 9月イギリス・エクセター大学でのWALS
（世界授業研究学会）2017年次大会への参加
と周辺の小学校を訪問調査。 
 9 月オランダ・バーレンドレヒト市の Dr. 
Schaepmanschool（イエナ・プランの小学校）
を訪問調査 
 
４．研究の成果 
 先行研究のサーベイを含む文献調査および
ウェブで提供される情報の調査により、調査

を行った各国における教育目標設定とアセス
メントの実施をめぐる状況をつかむことがで
きた。また、そうして把握した状況を国外調
査として行った学校訪問調査によって確認し，
必要に応じて状況把握の修正を図った。 
 まず文献等の調査において次のような、い
くつかの視点に基づいて国別の特徴を見るこ
ととした。視点として設定したのは次の諸点
である。 
 (1)学習成果目標の設定およびその方法 
 (2)目標設定の責任機関 
 (3)アセスメントの種類とカバーされる教科 
 (4)アセスメントの運営機関 
 
 以下は、これらの視点によって国別に見て
いった結果をまとめたものである。 
＜イギリス＞ 
(1) 5〜16 歳までのナショナル・カリキュラ
ムの策定と４つのキーステージごとに学
習成果目標(target objectives)を設定 
(2) 教育省が策定 
(3) ナショナル・カリキュラム・アセスメン
トを英語、算数・数学、理科の 3 教科で
各キーステージの終了時に実施 
(4) 教育省から委託を受けた民間の非営利団
体がアセスメント機関となって運営 
＜オランダ＞ 
(1) 初等教育終了時（13 歳）までに身に付け
ているべきことを「中核目標」として設
定 
(2) 教育文化科学省が策定 
(3) 中央最終試験（かつては Cito テスト）を
オランダ語、算数、ワールド・オリエン
テーション（選択教科）で実施 
(4) 民間の教育評価機構である Cito に委託
して運営 
＜アメリカ＞ 
(1) 共通到達目標（高校卒業まで）と K-12 ス
タンダードの設定、全米 45 州および 1特
別区において導入 
(2) 全米州知事会と全米州教育長会が責任機
関として教科団体や教育企業に委託 
(3) 共通コアテスト、英語と数学で実施 
 実施する州の数は減少傾向 
(4) 全米知事会と全米教育長会から委託を受
けたテスト専門企業等が運営 
＜シンガポール＞ 
(1) ナショナル・カリキュラムと小学校、中
等学校、初級学院（高校）修了時に到達
すべき「教育期待目標」(DOE)の設定 
(2) 教育省が策定 
(3) 小学校卒業試験（PSLE）を英語、母語、
理科、算数・数学で実施 
(4) 教育省の管轄下にあるシンガポール試
験・アセスメント局が運営 
＜韓国＞ 
(1) 2009 改訂教育課程の策定により、教育目
標を示す中央政府の教育科学技術部 
(2) 大学就学能力試験が行われているが、学



力評価のためのアセスメントは行われて
いない 
(3) アセスメントは行われていない 
(4) 政府の出資により設立された非営利団体
の韓国教育課程評価院（KICE）が大学修
学能力試験を運営 

 
 5カ国を通じて言えることは、教育目標の設
定については、児童生徒の学習成果をあらか
じめ目標として設定する、という学習成果に
基づく目標設定の方向性が明らかに強まって
いる、ということである。このことは、知識・
技能の習得にとどまらない、いわゆる「新し
い能力（スキル）」として概括される力の習
得が学校教育の重要課題として意識されるよ
うになっているという、各国に共通した動向
の表れであるといえる。 
 しかし、より詳細に見ると、義務教育とし
て行われる学校教育の期間において、アセス
メントの機会を設けている国（イギリス、オ
ランダ、アメリカ、シンガポール）がある一
方で、それを設けていない国（韓国）もある。
また、そうした機会を設けている国にあって
も、イギリス（４つのキーステージごと）や
アメリカ（9歳、13歳、17歳）のように細かく
アセスメントを行っている場合と、初等教育
修了時点に一度だけ設けるというかたちをと
っている国（オランダ、シンガポール）の区
別が見られる。 
 また、いずれの国も学習成果に基づいて教
育目標を設定するという点では共通するもの
の、それがカバーする範囲については違いが
見られる。たとえば、オランダでは、教育目
標は「中核目標」として限定的に設定されて
いる。それは、各学校の「教育の自由」を侵
害することのないようにするためである。訪
問したオランダの学校でも、「中核目標」は
日常の教育活動において意識されていたが、
教育の独自性は守られていた。 
 アメリカでは、共通コア州スタンダードの
設定と共通コアテストの導入実施が進められ
るなかでも、学校独自の教育目標を重視する
チャータースクールは自らの教育のミッショ
ンを損なうことなく、スタンダードやテスト
への対応を図っていることを訪問調査によっ
て確認することができた。 
 教育目標の設定とそれに対応したアセスメ
ントがとかく学校教育の標準化、均質化を促
すことにつながるという指摘はつとに行われ
てきた。各学校の教育の独自性を守るという
点からすれば、設定される教育目標の中身が
及ぶ範囲がどこまでにされているのかは重要
な着眼点となるものである。アセスメントに

おいてテストが実施される教科がどこまでな
のか、ということも同じ意味において重要な
着眼点となるであろう。イギリスとシンガポ
ールを除いて、アセスメントを実施している
国は実施教科を言語と算数・数学にほぼ限定
しており、そのために学校の教育活動の重点
がアセスメント実施教科に置かれるという傾
向が強まりかねない。そのことはアセスメン
トを実施する際の最大の留意事項であるとい
える。 
 最後に、５つの国の比較研究をとおして明
らかになったことをまとめることとする。 
(1) 調査した５か国では、学習成果の目標設
定とアセスメントは同一の機関が行う
ことは避けられる傾向にあり、目標設定
を所轄する機関とアセスメントを担当
する機関を分離し、 両者の間に適度の
緊張関係をもたせることにより、学習成
果の評価におけるアセスメントの役割
を限定している。 

(2) アセスメントは学校教育の目標達成状
況にかかわるアカウンタビリティのた
めの有効な手段として活かされている
が、それは児童生徒の学習成果を包括的
に評価するツールにまではなりえてい
ない。 

(3) したがって、学校における学習成果の目
標達成状況は各学校における独自の評
価手法の開発により補完することが必
要である。 

(4) ５つの国の教育目標の設定とアセスメ
ントの実施体制はいくつかのタイプに
分類することができるものとの予想を
立てて研究に臨んだが、複数の視点から
実際を見てみると、各国の様相は複雑で、
単純な分類に収めることが難しいこと
が分かった。 

 わが国でも、学校教育法第21条によって「義
務教育として行われる普通教育」の目標が10
項目にわたって定められており、教育目標が
学校教育の期間に到達すべき目標として低位
議されている。しかし、到達すべき学習成果
の記述としてそれを見れば、調査したほとん
どの国と比べると、網羅的で核となるものが
明確にされていないとの印象は免れない。 
 本研究の国際比較によって、わが国の全国
学力・学習状況調査のような、全国・地方レ
ベルで実施されている現行のアセスメント枠
組みの意義と問題点を考えるための一定の基
礎資料を提供し得たと考える。  
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